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福祉課

E

B

C

（11）広域連携体制の強化
・災害発生時における広域避難や不足する必要物資の広域受援について、国、県、
関係機関等との連携を強化します。

・市内への広域拠点誘致に向けて、愛知県に働きかけを行
いました。今後も広域拠点誘致や広域避難場所確保等、関
係機関等との連携強化を進めていきます。

防災課 A

（12）業務継続体制の整備
・大規模災害時に継続して業務を実施するため、業務継続計画（ＢＣＰ）に基づ
き、必要となる非常用電源等の確保や職員の業務体制を整備します。

・業務継続計画（ＢＣＰ）及び全ての課の初動行動計画を
策定しました。今後は、新庁舎移転および体制変更のため
計画の見直しを行い、職員の業務継続訓練ができるよう進
めていきます。

防災課 A

・今年度、要配慮者利用施設の見直しを行い、地域防災計
画に該当施設を明記しました。全ての施設が避難確保計画
を策定するよう関係部署に働きかけていきます。

防災課 A

・耐震化の社会的な機運が低下しつつあり、改修等の実績
は全国的に伸びないのが実情である中、対象全戸へダイレ
クトメールを送付し、耐震診断11件と改修２件の実績とな
りました。今後は、ダイレクトメールの他にも効果的な周
知方法を確立していく必要があります。

都市整備課 B

（10）建築物の耐震診断及び改修等の支援
・南海トラフ地震に備え、耐震改修促進計画に基づき、住宅等建築物の耐震診断及
び改修や、家具の転倒防止器具の設置を支援します。

・家具転倒防止器具取付委託事業により、地震発生の家具
の転倒防止の推進を図りました。実績がないため、広報や
防災出前講座等で周知を行います。

防災課 B

（９）要配慮者利用施設避難確保計画策定の促進
・社会福祉施設、医療施設などの防災上の配慮を要する人が利用する施設につい
て、避難確保計画の策定や訓練の実施を促進します 。

・要配慮者利用施設において、避難確保計画の策定が整備
されるように支援していきます。

・医療施設に対して、計画の策定や訓練の促進が出来な
かったので、引き続き支援ができるようにしていきます。

・避難計画の策定を高齢者福祉施設等へ依頼しました。近
年全国各地で高齢者施設で大きな被害が出ているため、そ
れぞれの施設で適切な訓練ができているか関係機関と協力
しながら訓練の内容を確認していく必要があります。

健康推進課

介護高齢課

A

（７）浸水時の緊急避難場所の確保【重点施策】
・浸水時に避難できる緊急避難場所の確保を図るため、公共施設の緊急避難場所の
指定のほか、民間所有の高く強固な建物を津波・高潮緊急時避難場所として指定す
るとともに、自治会と民間との協定の締結を支援します。

・今年度は津波・高潮緊急時避難場所を日の出地区で１箇
所指定することができました。市内全域では避難者収容率
を確保しているものの、地区によっては不足しているため
不足地区を重点的に協定を進めます。

防災課 A

・防災ワークショップで「避難行動要支援者名簿の活用」
をテーマに行い、全体のまとめで、自治会、自主防災組
織、各種関係者などに有効活用してもらうよう働きかける
ことができました。今後も関係部署や関係機関と連携をと
りながら、実際に災害時に迅速に避難行動に移せるよう訓
練等を行います。

防災課 A

（５）市街地排水路の維持整備
・市街地における浸水被害を防止するため、排水路の流下能力の向上を検討し、維
持整備を計画的に進めるとともに、既設排水路の適正管理を目指します。

・各地区からの事業申請に基づき、現地調査による優先順
位に沿って施設整備や修繕、浚渫等による適切な維持管理
に取り組みました。

下水道課 A

（６）基幹排水施設の整備・更新
・本市地域一帯の排水を担う排水機場及び幹線排水路等について、その機能を確実
に発揮させるために、国、県、関係機関等と連携し、各施設の整備・更新を計画的
に行うとともに、土地改良区が行う排水機の運転・管理に対する支援を行います。

・県施工により孫宝第２排水機場のポンプの整備工事を計
画通り実施しました。
・県施工により稲元地区始め５地区の排水路等の更新工事
を計画通り実施しました。
引き続き計画的に施設の更新を行います。

農政課 A

（８）防災地域づくり事業の推進
・高齢者や障がい者が孤立せず、住み慣れた地域で安全・安心な生活が継続できる
よう、避難行動要支援者登録台帳を整備し、有効活用しながら、市民相互が、支え
合う地域づくりを推進します。

・新規で障害手帳を取得された方や一人暮らし高齢者等へ
避難行動要支援者登録台帳への登録を呼びかけ、災害発生
時に要支援者の情報を共有できるように、台帳の整備を行
いました。

・名簿を自主防災組織と共有し避難等に際に利用できるよ
うにしました。この名簿を活用した顔の見える関係作りが
できることが理想であり、有事以外にも我が事として丸ご
と地域で支える仕組みづくりへ発展していくよう取り組み
ます。

福祉課

介護高齢課 B

A

施策コード 基本目標 【生活環境】いつまでも住み続けたい安全・安心なまち

１ １ 施策目標 防災対策の推進

総合計画PDCAシート《令和元年度》

目指すべきまちの姿 東日本大震災以降の教訓や南海トラフ地震の被害想定等をふまえ 、あらゆる災害に強い安全・安心なまちになっています。

●主要施策と概要 この１年間の成果及び反省点 担当課

（３）自主防災組織の活動支援【重点施策】
・自主防災組織未結成地区に対する結成促進とともに、既結成地区における活動を
支援します。

・新たに自主防災組織結成した１地区に補助を行いまし
た。また、防災訓練を実施した40地区、防災資機材購入し
た24地区に補助を行いました。今後も自主防災組織の結成
の重要性や防災訓練や防災資機材購入品目の助言を通じ
て、自主防災組織の強化を進めます。

防災課 A

（４）防災用拠点施設の整備
・南海トラフ地震をはじめ 様々な災害に対応できる機能を有する防災拠点施設とし
て、庁舎を整備します。

・予定どおり庁舎は完成しました。 財政課 A

評価

 (１) 総合的な防災・減災体制の確立【重点施策】
・南海トラフ地震の被害想定等をふまえ、あらゆる災害に強い安全・安心なまちづ
くりを推進します。

・防災会議を開催し、津波災害警戒区域の指定や避難勧告
等に関するガイドラインの改正等、市及び関係機関等が検
討を加え、地域防災計画の修正を行いました。今後も関係
機関、関係部署と連携をとりながら地域防災計画の修正や
新たに地域強靭化計画の策定を行い、災害に安全・安心な
まちづくりを進めます。

防災課 A

 (２）災害時の情報伝達の充実
・災害発生時に迅速に避難勧告や津波警報などの緊急情報を伝達し、適切な避難行
動を促進します。

・愛知県防災行政無線、同報防災行政無線の新庁舎への移
設を適切に行いました。今後も行政防災無線の適切な運用
を行っていきます。また、重要な課題である避難行動要支
援者に対して迅速に避難が行えるよう、地域のつながりや
情報通信手段の見直しなど様々な角度から取り組みを強化
します。

防災課



災害対策(地震・風水害等)の充実

(２) 安全・防災メールの登録者数

(３) 防災訓練を実施した自主防災組織の数

(６)県営地盤沈下対策事業による幹線排水路の再整備延長

(７) 津波・高潮緊急時避難場所の指定箇所数

(７) 企業等との災害時協定の締結数

(９) 避難確保計画を策定した要配慮者利用施設の数

(10)民間木造住宅耐震改修費等補助事業利用戸数

(12)災害対策用リチウムイオン蓄電池の数 個 3 4 8 8

14 14

戸 24 27 45 65

か所 0

施策の今後の方針

災害発生時に避難行動に時間を要する避難行動要支援者の迅速な避難のため要配慮者利用施設の避難確保計画の策定を促進します。
また、今後は避難所における３密（密閉・密集・密接）回避に向けた取組を推進します。
市街地排水路の維持・整備及び市内の雨水排水を担う基幹排水施設の整備・更新につきましては、大雨災害等に対応するため雨水排水施設等を
良好な状態に管理していくため継続していきます。

今後も現状（計画・予定）どおり事業を進めること
が妥当と考えられます。

(10) 民間木造住宅耐震改修費補助事業 都市整備課 90 0.6 中
今後も現状（計画・予定）どおり事業を進めること
が妥当と考えられます。

(7) 津波・高潮緊急時避難場所確保事業 防災課 110 0.6 中

今後も現状（計画・予定）どおり事業を進めること
が妥当と考えられます。

(6-2) 県営地盤沈下対策事業負担金事業 農政課 110 0.1 低
今後も現状（計画・予定）どおり事業を進めること
が妥当と考えられます。

(6-1) 県営排水施設保全対策事業負担金事業 農政課 110 0.6 中

事業の廃止や休止、事業規模の大幅縮減など、事業
のあり方について抜本的に検討する必要があると考
えられます。

(5) 排水路管理事業 下水道課 90 0.7 中
今後も現状（計画・予定）どおり事業を進めること
が妥当と考えられます。

(4) 新庁舎建設事業 財政課 115 1 高

今後も現状（計画・予定）どおり事業を進めること
が妥当と考えられます。

(3) 自主防災組織活動支援事業 防災課 100 0.6 中
事業内容や事業手法に改善を行う余地があります。
より一層の効率化やコスト削減、成果向上に努める
必要があると考えられます。

(1) 災害対策用資機材配備事業 防災課 115 0.6 中

事業
No

実施計画に係る事業名 担当部署 必要度 達成度
施策

貢献度
事業実施状況に関する所見

5

55 60

件 69 73 75 80

か所 49 51

㎞ 0.4 1.7 5.3 12.1

団体 42 40

人 4,100 4,034 4,600 4,800

50 60

●成果指標 単位
現状値 各年度の実績値

目標値
(目指す方向性)

(2017年度) 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2028年度

％ 17.9 ➚

●施策目標に対する市民満足度 単位
現状値

(2017年度)
目指す方向

性
中間値

(2022年度)



事業Ｎｏ

(1)

■総合計画の位置づけ

■事業内容

■事業費（単位：千円）

2019年度（計画） 2020年度(計画）

(補助額)(補助額) (補助額)

(補助額) 00 (補助額) 0 (補助額) 0(補助額)

事業内訳

事業費(直接経費)

(補助額)(補助額) (補助額)

3,230 事業費(直接経費) 1,885 事業費(直接経費) 1,885 事業費(直接経費) 1,885

(補助額)(補助額) (補助額)

(補助額)

1,448

(補助額) (補助額)

災害用簡易組
立トイレ

946
災害用簡易組
立トイレ

946
災害用簡易組
立トイレ

946

(補助額) (補助額) (補助額)

事業概要 関連する
個別計画・
根拠法令等

地域防災計画

津波避難計画

事業の開始・
終了

2019 年度 終了年度 2021 年度

災害に備え、避難用ボート、簡易組立トイレを備蓄しま
す。

開始年度

事業目的
主な協働・
関連団体等

基本計画

1 【生活環境】いつまでも住み続けたい安全・安心なまち 重点施策

1 防災対策の推進

○

1

総合的な防災・減災体制の確立

災害対策用資機材配備事業

基本目標

施策目標

主要施策

主要事業

第２次総合計画・実施計画事業評価シート

実施計画に係る事業名 課 グループ 作成日

災害対策用資機材配備事業 防災課 防災グループ 令和2年6月15日

災害用簡易組
立トイレ

リチウムイオ
ン蓄電池

内訳
（具体的な内容）

2019年度（実績）

南海トラフ地震の被害想定等をふまえ、あらゆる災害に
強い安全・安心なまちづくりを推進します。

2021年度（計画）
事業費

（直接経費）

930 避難用ボート 939

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

852

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

避難用ボート 939 避難用ボート 939

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

災害用ボート



■事業の評価

① ② ① ① ① ①

20

15

10

5

サービスの#

行政 #

緊急性#

市民 # 施策貢献度

提供主体# (必要度×達成度)

コストに# 高 80 以上

中 40　以上80未満

低 40 未満

(２) 安全・防災メールの登録者数

(３) 防災訓練を実施した自主防災組織の数

(６)県営地盤沈下対策事業による幹線排水路の再整備延長

(７) 津波・高潮緊急時避難場所の指定箇所数

(７) 企業等との災害時協定の締結数

(９) 避難確保計画を策定した要配慮者利用施設の数

(10)民間木造住宅耐震改修費等補助事業利用戸数

(12)災害対策用リチウムイオン蓄電池の数

施 策 貢 献 度 中

事業実施状況に関する所見 その他

■課長

評価点 115

必　要　度 115

達　成　度 0.6

コストに対する意識 20

緊急性・必然性 20

市民のニーズ 20

提供主体の妥当性 20

サービスの公共性・普遍性 20 災害対策用資機材配備事業

行政が関与することの適切性 15

④一定の個人や団体等
に提供されるサービスであ
るが日常の生活では選択
の可能性があるサービス

④⺠間に同様または代替
できるサービスがあるが、
質・量等が不⾜するため、
これを補完する事務・事業

④時代の変化などにより現
在では実施しなくても良い
と考えられる事務・事業

④時代の変化等により市
⺠のニーズが減少傾向で
あり、事務・事業に対する
要望や要求が顕著とはい
えない

④事業の一部または全部
を⺠間委託すべきと指摘
や検討がされているもの
の、委託に至っていない事
務・事業

④例年規模の予算計上を
ほぼ継続している事務・事
業

③一定の個人や団体等
に提供され、日常の生活
に欠かせないサービス

③⺠間では実施できない、
または⺠間では実施してい
ない事務・事業

③現時点での緊急性や切
実度は低いものの、将来の
ために現在から実施した方
が良いと考えられる事業

③市⺠のニーズが維持傾
向であり、安定的にある

③事業の一部または全部
を⺠間委託した方が市場
性・効率性からも良いと考
えられる事務・事業

③事務の効率化・改善に
取り組んでおり、今以上の
コスト削減が難しい事務・
事業

②原則として全市⺠に提
供されるサービスである
が、日常の生活では選択
の可能性があるサービス

②国、県、市等の共同実
施による事務・事業

②日常的に安全・安心な
生活を確保するために、優
先的に実施すべきと考えら
れる事務・事業

②時代の変化とともに市
⺠のニーズが増加している

②事業の一部を⺠間委託
しており、適切に運営され
ている事務・事業

②コスト削減の余地がない
事務・事業

①原則として全市⺠に提
供されており、日常の生
活に欠かせないサービス

①法令・条例・規則等によ
り実施が義務付けられてい
る事務・事業

①災害等緊急事態への
対応、⾸⻑のマニフェスト
などにより最優先で実施す
るべきと考えられる事務・
事業

①議会や市⺠から要望が
強く早期に実施する必要
がある

①公権⼒の⾏使に当たる
など、市が自ら実施すべき
事務・事業

①必要最低限の経費で
取り組んでおり、成果の向
上が図られている事務・事
業

配
点

評価の選択 評価の選択 評価の選択 評価の選択 評価の選択評価の選択

指標の分析

サービスの公共性・普遍性
行政が関与することの

適切性
緊急性・必然性 市民のニーズ 提供主体の妥当性 コストに対する意識

45 65戸 24

個 3 4 8 8

75 80

か所 0 14 14

件 69

5.3 12.1

か所 49 55 60

㎞ 0.4

4,800

団体 42 50 60

人 4,100 4,600

現状値 各年度の実績値 目標値(目指す方向性)

(2017年度) 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度
成果指標 単位

2028年度

災害時の電力供給は必須課題であり、リチウムイオン蓄電池の配備を拠点の避難所となる第一次避難所に順次配
備しています。

今後も現状（計画・予定）どおり事業を進めることが妥当と考えられま
す。

  5

 10

 15

 20

サービスの公共性・

普遍性 ２０

行政が関与するこ

との適切性 １５

緊急性・必然性

２０

市民のニーズ

２０

提供主体の妥当性

２０

コストに対する意識

２０



事業Ｎｏ

(3)

■総合計画の位置づけ

■事業内容

■事業費（単位：千円）

(補助額) 00 (補助額) 0 (補助額) 0

事業内訳

2019年度（計画） 2020年度(計画） 2021年度（計画）

(補助額)

5,596 事業費(直接経費) 6,500 事業費(直接経費) 6,500 事業費(直接経費) 6,500

(補助額) (補助額)

(補助額)(補助額) (補助額)

(補助額)(補助額) (補助額)

(補助額)(補助額) (補助額)

(補助額) (補助額) (補助額)

事業費
（直接経費）

5,596
自主防災組織
補助金

6,500
自主防災組織
補助金

6,500
自主防災組織
補助金

6,500

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

事業目的
主な協働・
関連団体等

事業概要 関連する
個別計画・
根拠法令等

自主防災組織補助金交付要綱

事業の開始・
終了

2019 年度 終了年度 2021 年度

自主防災組織の既結成地区における活動を支援します。

自主防災組織の活動を推進するため、その活動に対する
経費について補助を行います。

開始年度

自主防災組織活動支援事業 防災課 防災グループ 令和2年6月15日

基本計画

基本目標 1 【生活環境】いつまでも住み続けたい安全・安心なまち 重点施策

施策目標 1 防災対策の推進

○主要施策

3

自主防災組織の活動支援

主要事業 自主防災組織活動支援事業

第２次総合計画・実施計画事業評価シート

実施計画に係る事業名 課 グループ 作成日

2019年度（実績）

事業費(直接経費)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

自主防災組織
補助金

内訳
（具体的な内容）



■事業の評価

① ③ ① ① ① ③

20

15

10

5

サービスの#

行政 #

緊急性#

市民 # 施策貢献度

提供主体# (必要度×達成度)

コストに# 高 80 以上

中 40　以上80未満

低 40 未満

(２) 安全・防災メールの登録者数

(３) 防災訓練を実施した自主防災組織の数

(６)県営地盤沈下対策事業による幹線排水路の再整備延長

(７) 津波・高潮緊急時避難場所の指定箇所数

(７) 企業等との災害時協定の締結数

(９) 避難確保計画を策定した要配慮者利用施設の数

(10)民間木造住宅耐震改修費等補助事業利用戸数

(12)災害対策用リチウムイオン蓄電池の数

施 策 貢 献 度 中

事業実施状況に関する所見 その他

■課長

自主防災組織の活動で必要な物でも補助金
で購入できないものもあり、補助金額や補
助率等を含め見直しが必要です。事業内容や事業手法に改善を行う余地があります。より一層の効率化やコ

スト削減、成果向上に努める必要があると考えられます。

評価点 100

必　要　度 100

達　成　度 0.6

提供主体の妥当性 20

コストに対する意識 10

緊急性・必然性 20

市民のニーズ 20

サービスの公共性・普遍性 20 自主防災組織活動支援事業

行政が関与することの適切性 10

④一定の個人や団体等
に提供されるサービスであ
るが日常の生活では選択
の可能性があるサービス

④⺠間に同様または代替
できるサービスがあるが、
質・量等が不⾜するため、
これを補完する事務・事業

④時代の変化などにより現
在では実施しなくても良い
と考えられる事務・事業

④時代の変化等により市
⺠のニーズが減少傾向で
あり、事務・事業に対する
要望や要求が顕著とはい
えない

④事業の一部または全部
を⺠間委託すべきと指摘
や検討がされているもの
の、委託に至っていない事
務・事業

④例年規模の予算計上を
ほぼ継続している事務・事
業

③一定の個人や団体等
に提供され、日常の生活
に欠かせないサービス

③⺠間では実施できない、
または⺠間では実施してい
ない事務・事業

③現時点での緊急性や切
実度は低いものの、将来の
ために現在から実施した方
が良いと考えられる事業

③市⺠のニーズが維持傾
向であり、安定的にある

③事業の一部または全部
を⺠間委託した方が市場
性・効率性からも良いと考
えられる事務・事業

③事務の効率化・改善に
取り組んでおり、今以上の
コスト削減が難しい事務・
事業

②原則として全市⺠に提
供されるサービスである
が、日常の生活では選択
の可能性があるサービス

②国、県、市等の共同実
施による事務・事業

②日常的に安全・安心な
生活を確保するために、優
先的に実施すべきと考えら
れる事務・事業

②時代の変化とともに市
⺠のニーズが増加している

②事業の一部を⺠間委託
しており、適切に運営され
ている事務・事業

②コスト削減の余地がない
事務・事業

①原則として全市⺠に提
供されており、日常の生
活に欠かせないサービス

①法令・条例・規則等によ
り実施が義務付けられてい
る事務・事業

①災害等緊急事態への
対応、⾸⻑のマニフェスト
などにより最優先で実施す
るべきと考えられる事務・
事業

①議会や市⺠から要望が
強く早期に実施する必要
がある

①公権⼒の⾏使に当たる
など、市が自ら実施すべき
事務・事業

①必要最低限の経費で
取り組んでおり、成果の向
上が図られている事務・事
業

評価の選択 評価の選択 評価の選択 評価の選択 評価の選択評価の選択

サービスの公共性・普遍性
行政が関与することの

適切性
緊急性・必然性 市民のニーズ 提供主体の妥当性 コストに対する意識 配

点

指標の分析
防災訓練を実施した自主防災組織数が増加していないため、平時での訓練が災害時に有用であることを積極的に
周知して、増加させていきます。

か所 0 14 14

戸 24 45 65

個 3 8 8

件 69 75 80

団体 42 50 60

㎞ 0.4 5.3 12.1

40

人 4,100 4,600 4,800

か所 49 55 60

4,034

成果指標 単位
現状値 各年度の実績値 目標値(目指す方向性)

(2017年度) 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2028年度

  5

 10

 15

 20

サービスの公共性・

普遍性 ２０

行政が関与するこ

との適切性 １０

緊急性・必然性

２０

市民のニーズ

２０

提供主体の妥当性

２０

コストに対する意識

１０



事業Ｎｏ

(4)

■総合計画の位置づけ

■事業内容

■事業費（単位：千円）

(補助額) 03,204,300 (補助額) 1,957,958 (補助額) 0

事業内訳

2019年度（計画） 2020年度(計画） 2021年度（計画）

(補助額)

3,542,267 事業費(直接経費) 2,049,488 事業費(直接経費) 0 事業費(直接経費) 0

(補助額) (補助額)

(補助額)

254 その他 146

(補助額) (補助額)

(補助額)

1,245 役務費 1,860

(補助額) (補助額)

(補助額)

35,153 委託料 43,243

(補助額) 14,951 (補助額)

備品購入費 61,232

3,204,300 (補助額) 1,943,007 (補助額) (補助額)

事業費
（直接経費）

3,432,023
新庁舎建設工
事請負費

1,943,007

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

事業目的
主な協働・
関連団体等

事業概要 関連する
個別計画・
根拠法令等

事業の開始・
終了

2012 年度 終了年度 2019 年度

大規模災害時における災害対策本部としての活動拠点、
また、人命の安全確保に加えて十分な庁舎機能が維持で
きる庁舎を建設します。

庁舎敷地の地盤改良による液状化防止対策、免震構造に
よる大規模地震対策及び基幹設備の上層階設置や１階出
入口への止水板の設置による津波・浸水対策など大規模
災害時における防災拠点機能の確保とＢＣＰ（機能継続
計画）に対応した建物とします。

開始年度

新庁舎建設事業 財政課 管財グループ 令和2年7月31日

基本計画

基本目標 1 【生活環境】いつまでも住み続けたい安全・安心なまち 重点施策

施策目標 1 防災対策の推進

主要施策

4

防災用拠点施設の整備

主要事業 新庁舎建設事業

第２次総合計画・実施計画事業評価シート

実施計画に係る事業名 課 グループ 作成日

2019年度（実績）

その他

事業費(直接経費)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

新庁舎建設工
事請負費

内訳
（具体的な内容）

73,592備品購入費

委託費

役務費



■事業の評価

① ① ① ① ① ②

20

15

10

5

サービスの#

行政 #

緊急性#

市民 # 施策貢献度

提供主体# (必要度×達成度)

コストに# 高 80 以上

中 40　以上80未満

低 40 未満

(２) 安全・防災メールの登録者数

(３) 防災訓練を実施した自主防災組織の数

(６)県営地盤沈下対策事業による幹線排水路の再整備延長

(７) 津波・高潮緊急時避難場所の指定箇所数

(７) 企業等との災害時協定の締結数

(９) 避難確保計画を策定した要配慮者利用施設の数

(10)民間木造住宅耐震改修費等補助事業利用戸数

(12)災害対策用リチウムイオン蓄電池の数

施 策 貢 献 度 高

事業実施状況に関する所見 その他

■課長

事業完了による

事業の廃止や休止、事業規模の大幅縮減など、事業のあり方について抜本
的に検討する必要があると考えられます。

評価点 115

必　要　度 115

達　成　度 1

提供主体の妥当性 20

コストに対する意識 15

市民のニーズ 20

サービスの公共性・普遍性 20

行政が関与することの適切性 20

緊急性・必然性 20

新庁舎建設事業

④一定の個人や団体等
に提供されるサービスであ
るが日常の生活では選択
の可能性があるサービス

④⺠間に同様または代替
できるサービスがあるが、
質・量等が不⾜するため、
これを補完する事務・事業

④時代の変化などにより現
在では実施しなくても良い
と考えられる事務・事業

④時代の変化等により市
⺠のニーズが減少傾向で
あり、事務・事業に対する
要望や要求が顕著とはい
えない

④事業の一部または全部
を⺠間委託すべきと指摘
や検討がされているもの
の、委託に至っていない事
務・事業

④例年規模の予算計上を
ほぼ継続している事務・事
業

評価の選択 評価の選択 評価の選択

③一定の個人や団体等
に提供され、日常の生活
に欠かせないサービス

③⺠間では実施できない、
または⺠間では実施してい
ない事務・事業

③現時点での緊急性や切
実度は低いものの、将来の
ために現在から実施した方
が良いと考えられる事業

③市⺠のニーズが維持傾
向であり、安定的にある

③事業の一部または全部
を⺠間委託した方が市場
性・効率性からも良いと考
えられる事務・事業

②コスト削減の余地がない
事務・事業

③事務の効率化・改善に
取り組んでおり、今以上の
コスト削減が難しい事務・
事業

②原則として全市⺠に提
供されるサービスである
が、日常の生活では選択
の可能性があるサービス

②国、県、市等の共同実
施による事務・事業

②日常的に安全・安心な
生活を確保するために、優
先的に実施すべきと考えら
れる事務・事業

②時代の変化とともに市
⺠のニーズが増加している

②事業の一部を⺠間委託
しており、適切に運営され
ている事務・事業

①原則として全市⺠に提
供されており、日常の生
活に欠かせないサービス

①法令・条例・規則等によ
り実施が義務付けられてい
る事務・事業

①災害等緊急事態への
対応、⾸⻑のマニフェスト
などにより最優先で実施す
るべきと考えられる事務・
事業

①議会や市⺠から要望が
強く早期に実施する必要
がある

①公権⼒の⾏使に当たる
など、市が自ら実施すべき
事務・事業

①必要最低限の経費で
取り組んでおり、成果の向
上が図られている事務・事
業

指標の分析

サービスの公共性・普遍性
行政が関与することの

適切性
緊急性・必然性 市民のニーズ 提供主体の妥当性 コストに対する意識 配

点
評価の選択 評価の選択評価の選択

か所 0 14 14

戸 24 45 65

個 3 8 8

件 69 75 80

団体 42 50 60

㎞ 0.4 5.3 12.1

人 4,100 4,600 4,800

か所 49 55 60

成果指標 単位
現状値 各年度の実績値 目標値(目指す方向性)

(2017年度) 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2028年度

  5

 10

 15

 20

サービスの公共性・

普遍性 ２０

行政が関与するこ

との適切性 ２０

緊急性・必然性

２０

市民のニーズ

２０

提供主体の妥当性

２０

コストに対する意識

１５



事業Ｎｏ

(5)

■総合計画の位置づけ

■事業内容

■事業費（単位：千円）

(補助額) 00 (補助額) 0 (補助額) 0

事業内訳

2019年度（計画） 2020年度(計画） 2021年度（計画）

(補助額)

9,502 事業費(直接経費) 10,000 事業費(直接経費) 12,000 事業費(直接経費) 12,000

(補助額) (補助額)

(補助額)(補助額) (補助額)

(補助額)(補助額) (補助額)

(補助額)(補助額) (補助額)

(補助額) (補助額) (補助額)

事業費
（直接経費）

9,502 工事請負費 10,000 工事請負費 12,000 工事請負費 12,000

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

事業目的
主な協働・
関連団体等

事業概要 関連する
個別計画・
根拠法令等

事業の開始・
終了

2019 年度 終了年度 年度

市街地排水路の計画的な整備及び適正な管理の実施によ
り、生活環境の悪化及び浸水被害の防止、軽減を図りま
す。

地区からの申請等に基づき、排水路の整備、修繕及び浚
渫等を実施します。

開始年度

排水路管理事業 下水道課 施設管理グループ 令和2年6月23日

基本計画

基本目標 1 【生活環境】いつまでも住み続けたい安全・安心なまち 重点施策

施策目標 1 防災対策の推進

主要施策

5

市街地排水路の維持整備

主要事業 排水路管理事業

第２次総合計画・実施計画事業評価シート

実施計画に係る事業名 課 グループ 作成日

2019年度（実績）

事業費(直接経費)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

工事請負費

内訳
（具体的な内容）



■事業の評価

① ③ ② ③ ① ②

20

15

10

5

サービスの#

行政 #

緊急性#

市民 # 施策貢献度

提供主体# (必要度×達成度)

コストに# 高 80 以上

中 40　以上80未満

低 40 未満

(２) 安全・防災メールの登録者数

(３) 防災訓練を実施した自主防災組織の数

(６)県営地盤沈下対策事業による幹線排水路の再整備延長

(７) 津波・高潮緊急時避難場所の指定箇所数

(７) 企業等との災害時協定の締結数

(９) 避難確保計画を策定した要配慮者利用施設の数

(10)民間木造住宅耐震改修費等補助事業利用戸数

(12)災害対策用リチウムイオン蓄電池の数

施 策 貢 献 度 中

事業実施状況に関する所見 その他

■課長
今後も現状（計画・予定）どおり事業を進めることが妥当と考えられま
す。

評価点 90

必　要　度 90

達　成　度 0.7

提供主体の妥当性 20

コストに対する意識 15

市民のニーズ 10

サービスの公共性・普遍性 20

行政が関与することの適切性 10

緊急性・必然性 15

排水路管理事業

④一定の個人や団体等
に提供されるサービスであ
るが日常の生活では選択
の可能性があるサービス

④⺠間に同様または代替
できるサービスがあるが、
質・量等が不⾜するため、
これを補完する事務・事業

④時代の変化などにより現
在では実施しなくても良い
と考えられる事務・事業

④時代の変化等により市
⺠のニーズが減少傾向で
あり、事務・事業に対する
要望や要求が顕著とはい
えない

④事業の一部または全部
を⺠間委託すべきと指摘
や検討がされているもの
の、委託に至っていない事
務・事業

④例年規模の予算計上を
ほぼ継続している事務・事
業

評価の選択 評価の選択 評価の選択

③一定の個人や団体等
に提供され、日常の生活
に欠かせないサービス

③⺠間では実施できない、
または⺠間では実施してい
ない事務・事業

③現時点での緊急性や切
実度は低いものの、将来の
ために現在から実施した方
が良いと考えられる事業

③市⺠のニーズが維持傾
向であり、安定的にある

③事業の一部または全部
を⺠間委託した方が市場
性・効率性からも良いと考
えられる事務・事業

②コスト削減の余地がない
事務・事業

③事務の効率化・改善に
取り組んでおり、今以上の
コスト削減が難しい事務・
事業

②原則として全市⺠に提
供されるサービスである
が、日常の生活では選択
の可能性があるサービス

②国、県、市等の共同実
施による事務・事業

②日常的に安全・安心な
生活を確保するために、優
先的に実施すべきと考えら
れる事務・事業

②時代の変化とともに市
⺠のニーズが増加している

②事業の一部を⺠間委託
しており、適切に運営され
ている事務・事業

①原則として全市⺠に提
供されており、日常の生
活に欠かせないサービス

①法令・条例・規則等によ
り実施が義務付けられてい
る事務・事業

①災害等緊急事態への
対応、⾸⻑のマニフェスト
などにより最優先で実施す
るべきと考えられる事務・
事業

①議会や市⺠から要望が
強く早期に実施する必要
がある

①公権⼒の⾏使に当たる
など、市が自ら実施すべき
事務・事業

①必要最低限の経費で
取り組んでおり、成果の向
上が図られている事務・事
業

指標の分析

サービスの公共性・普遍性
行政が関与することの

適切性
緊急性・必然性 市民のニーズ 提供主体の妥当性 コストに対する意識 配

点
評価の選択 評価の選択評価の選択

か所 0 14 14

戸 24 45 65

個 3 8 8

件 69 75 80

団体 42 50 60

㎞ 0.4 5.3 12.1

人 4,100 4,600 4,800

か所 49 55 60

成果指標 単位
現状値 各年度の実績値 目標値(目指す方向性)

(2017年度) 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2028年度

  5

 10

 15

 20

サービスの公共性・

普遍性 ２０

行政が関与するこ

との適切性 １０

緊急性・必然性

１５

市民のニーズ

１０

提供主体の妥当性

２０

コストに対する意識

１５



事業Ｎｏ

(6-1)

■総合計画の位置づけ

■事業内容

■事業費（単位：千円）

(補助額) 016,400 (補助額) 17,500 (補助額) 8,400

事業内訳

2019年度（計画） 2020年度(計画） 2021年度（計画）

(補助額)

28,205 事業費(直接経費) 30,090 事業費(直接経費) 14,443 事業費(直接経費) 2,407

(補助額) (補助額)

(補助額)(補助額) (補助額)

(補助額)(補助額) (補助額)

(補助額)(補助額) (補助額)

16,400 (補助額) 17,500 (補助額) 8,400 (補助額)

事業費
（直接経費）

28,205
県営事業負担
金

30,090
県営事業負担
金

14,443
県営事業負担
金

2,407

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

事業目的
主な協働・
関連団体等

愛知県

事業概要 関連する
個別計画・
根拠法令等

土地改良法

事業の開始・
終了

年度 終了年度 年度

流域開発や、既存排水施設の機能低下により、排水状況
が悪化している地域の湛水被害を未然に防止するため、
排水機場、排水路等の新設又は改修を行います。

愛知県が実施する排水機場の改修事業について、事業費
の一部を負担します。

開始年度

県営排水施設保全対策事業負担金事業 農政課 基盤整備グループ 令和2年6月16日

基本計画

基本目標 1 【生活環境】いつまでも住み続けたい安全・安心なまち 重点施策

施策目標 1 防災対策の推進

主要施策

6

基幹排水施設の整備・更新

主要事業 県営排水施設保全対策事業負担金事業

第２次総合計画・実施計画事業評価シート

実施計画に係る事業名 課 グループ 作成日

2019年度（実績）

事業費(直接経費)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

県営事業負担
金

内訳
（具体的な内容）



■事業の評価

① ② ① ① ① ②

20

15

10

5

サービスの#

行政 #

緊急性#

市民 # 施策貢献度

提供主体# (必要度×達成度)

コストに# 高 80 以上

中 40　以上80未満

低 40 未満

(２) 安全・防災メールの登録者数

(３) 防災訓練を実施した自主防災組織の数

(６)県営地盤沈下対策事業による幹線排水路の再整備延長

(７) 津波・高潮緊急時避難場所の指定箇所数

(７) 企業等との災害時協定の締結数

(９) 避難確保計画を策定した要配慮者利用施設の数

(10)民間木造住宅耐震改修費等補助事業利用戸数

(12)災害対策用リチウムイオン蓄電池の数

施 策 貢 献 度 中

事業実施状況に関する所見 その他

■課長
今後も現状（計画・予定）どおり事業を進めることが妥当と考えられま
す。

評価点 110

必　要　度 110

達　成　度 0.6

提供主体の妥当性 20

コストに対する意識 15

市民のニーズ 20

サービスの公共性・普遍性 20

行政が関与することの適切性 15

緊急性・必然性 20

県営排水施設保全対策事業負担金事業

④一定の個人や団体等
に提供されるサービスであ
るが日常の生活では選択
の可能性があるサービス

④⺠間に同様または代替
できるサービスがあるが、
質・量等が不⾜するため、
これを補完する事務・事業

④時代の変化などにより現
在では実施しなくても良い
と考えられる事務・事業

④時代の変化等により市
⺠のニーズが減少傾向で
あり、事務・事業に対する
要望や要求が顕著とはい
えない

④事業の一部または全部
を⺠間委託すべきと指摘
や検討がされているもの
の、委託に至っていない事
務・事業

④例年規模の予算計上を
ほぼ継続している事務・事
業

評価の選択 評価の選択 評価の選択

③一定の個人や団体等
に提供され、日常の生活
に欠かせないサービス

③⺠間では実施できない、
または⺠間では実施してい
ない事務・事業

③現時点での緊急性や切
実度は低いものの、将来の
ために現在から実施した方
が良いと考えられる事業

③市⺠のニーズが維持傾
向であり、安定的にある

③事業の一部または全部
を⺠間委託した方が市場
性・効率性からも良いと考
えられる事務・事業

②コスト削減の余地がない
事務・事業

③事務の効率化・改善に
取り組んでおり、今以上の
コスト削減が難しい事務・
事業

②原則として全市⺠に提
供されるサービスである
が、日常の生活では選択
の可能性があるサービス

②国、県、市等の共同実
施による事務・事業

②日常的に安全・安心な
生活を確保するために、優
先的に実施すべきと考えら
れる事務・事業

②時代の変化とともに市
⺠のニーズが増加している

②事業の一部を⺠間委託
しており、適切に運営され
ている事務・事業

①原則として全市⺠に提
供されており、日常の生
活に欠かせないサービス

①法令・条例・規則等によ
り実施が義務付けられてい
る事務・事業

①災害等緊急事態への
対応、⾸⻑のマニフェスト
などにより最優先で実施す
るべきと考えられる事務・
事業

①議会や市⺠から要望が
強く早期に実施する必要
がある

①公権⼒の⾏使に当たる
など、市が自ら実施すべき
事務・事業

①必要最低限の経費で
取り組んでおり、成果の向
上が図られている事務・事
業

指標の分析

サービスの公共性・普遍性
行政が関与することの

適切性
緊急性・必然性 市民のニーズ 提供主体の妥当性 コストに対する意識 配

点
評価の選択 評価の選択評価の選択

か所 0 14 14

戸 24 45 65

個 3 8 8

件 69 75 80

団体 42 50 60

㎞ 0.4 5.3 12.1

人 4,100 4,600 4,800

か所 49 55 60

成果指標 単位
現状値 各年度の実績値 目標値(目指す方向性)

(2017年度) 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2028年度

  5

 10

 15

 20

サービスの公共性・

普遍性 ２０

行政が関与するこ

との適切性 １５

緊急性・必然性

２０

市民のニーズ

２０

提供主体の妥当性

２０

コストに対する意識

１５



事業Ｎｏ

(6-2)

■総合計画の位置づけ

■事業内容

■事業費（単位：千円）

(補助額) 34,80027,400 (補助額) 27,200 (補助額) 28,900

事業内訳

2019年度（計画） 2020年度(計画） 2021年度（計画）

(補助額)

30,736 事業費(直接経費) 30,332 事業費(直接経費) 32,160 事業費(直接経費) 38,700

(補助額) (補助額)

(補助額)(補助額) (補助額)

(補助額)(補助額) (補助額)

(補助額)(補助額) (補助額)

27,400 (補助額) 27,200 (補助額) 28,900 (補助額) 34,800

事業費
（直接経費）

30,736
県営事業負担
金

30,332
県営事業負担
金

32,160
県営事業負担
金

38,700

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

事業目的
主な協働・
関連団体等

愛知県

事業概要 関連する
個別計画・
根拠法令等

土地改良法

事業の開始・
終了

年度 終了年度 年度

地盤沈下に起因して生じた農地や農業用施設の効用の低
下を従前の状態に回復するため、農業用用排水施設の改
修を行います。

愛知県が実施する農業用用排水施設の整備事業につい
て、事業費の一部を負担します。

開始年度

県営地盤沈下対策事業負担金事業 農政課 基盤整備グループ 令和2年6月16日

基本計画

基本目標 1 【生活環境】いつまでも住み続けたい安全・安心なまち 重点施策

施策目標 1 防災対策の推進

主要施策

6

基幹排水施設の整備・更新

主要事業 県営地盤沈下対策事業負担金事業

第２次総合計画・実施計画事業評価シート

実施計画に係る事業名 課 グループ 作成日

2019年度（実績）

事業費(直接経費)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

県営事業負担
金

内訳
（具体的な内容）



■事業の評価

① ② ① ① ① ②

20

15

10

5

サービスの#

行政 #

緊急性#

市民 # 施策貢献度

提供主体# (必要度×達成度)

コストに# 高 80 以上

中 40　以上80未満

低 40 未満

(２) 安全・防災メールの登録者数

(３) 防災訓練を実施した自主防災組織の数

(６)県営地盤沈下対策事業による幹線排水路の再整備延長

(７) 津波・高潮緊急時避難場所の指定箇所数

(７) 企業等との災害時協定の締結数

(９) 避難確保計画を策定した要配慮者利用施設の数

(10)民間木造住宅耐震改修費等補助事業利用戸数

(12)災害対策用リチウムイオン蓄電池の数

施 策 貢 献 度 低

事業実施状況に関する所見 その他

■課長
今後も現状（計画・予定）どおり事業を進めることが妥当と考えられま
す。

評価点 110

必　要　度 110

達　成　度 0.1

提供主体の妥当性 20

コストに対する意識 15

市民のニーズ 20

サービスの公共性・普遍性 20

行政が関与することの適切性 15

緊急性・必然性 20

県営地盤沈下対策事業負担金事業

④一定の個人や団体等
に提供されるサービスであ
るが日常の生活では選択
の可能性があるサービス

④⺠間に同様または代替
できるサービスがあるが、
質・量等が不⾜するため、
これを補完する事務・事業

④時代の変化などにより現
在では実施しなくても良い
と考えられる事務・事業

④時代の変化等により市
⺠のニーズが減少傾向で
あり、事務・事業に対する
要望や要求が顕著とはい
えない

④事業の一部または全部
を⺠間委託すべきと指摘
や検討がされているもの
の、委託に至っていない事
務・事業

④例年規模の予算計上を
ほぼ継続している事務・事
業

評価の選択 評価の選択 評価の選択

③一定の個人や団体等
に提供され、日常の生活
に欠かせないサービス

③⺠間では実施できない、
または⺠間では実施してい
ない事務・事業

③現時点での緊急性や切
実度は低いものの、将来の
ために現在から実施した方
が良いと考えられる事業

③市⺠のニーズが維持傾
向であり、安定的にある

③事業の一部または全部
を⺠間委託した方が市場
性・効率性からも良いと考
えられる事務・事業

②コスト削減の余地がない
事務・事業

③事務の効率化・改善に
取り組んでおり、今以上の
コスト削減が難しい事務・
事業

②原則として全市⺠に提
供されるサービスである
が、日常の生活では選択
の可能性があるサービス

②国、県、市等の共同実
施による事務・事業

②日常的に安全・安心な
生活を確保するために、優
先的に実施すべきと考えら
れる事務・事業

②時代の変化とともに市
⺠のニーズが増加している

②事業の一部を⺠間委託
しており、適切に運営され
ている事務・事業

①原則として全市⺠に提
供されており、日常の生
活に欠かせないサービス

①法令・条例・規則等によ
り実施が義務付けられてい
る事務・事業

①災害等緊急事態への
対応、⾸⻑のマニフェスト
などにより最優先で実施す
るべきと考えられる事務・
事業

①議会や市⺠から要望が
強く早期に実施する必要
がある

①公権⼒の⾏使に当たる
など、市が自ら実施すべき
事務・事業

①必要最低限の経費で
取り組んでおり、成果の向
上が図られている事務・事
業

指標の分析

サービスの公共性・普遍性
行政が関与することの

適切性
緊急性・必然性 市民のニーズ 提供主体の妥当性 コストに対する意識 配

点
評価の選択 評価の選択

整備延長は概ね計画どおり進捗しています。2020年度以降についても、再整備必要な幹線排水施設があるため、
事業地区を増やし、整備を続けていく必要があります。

評価の選択

か所 0 14 14

戸 24 45 65

個 3 8 8

件 69 75 80

団体 42 50 60

㎞ 0.4 5.3 12.11.7

人 4,100 4,600 4,800

か所 49 55 60

成果指標 単位
現状値 各年度の実績値 目標値(目指す方向性)

(2017年度) 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2028年度

  5

 10

 15

 20

サービスの公共性・

普遍性 ２０

行政が関与するこ

との適切性 １５

緊急性・必然性

２０

市民のニーズ

２０

提供主体の妥当性

２０

コストに対する意識

１５



事業Ｎｏ

(7)

■総合計画の位置づけ

■事業内容

■事業費（単位：千円）

(補助額) 00 (補助額) 0 (補助額) 0

事業内訳

2019年度（計画） 2020年度(計画） 2021年度（計画）

(補助額)

0 事業費(直接経費) 0 事業費(直接経費) 0 事業費(直接経費) 0

(補助額) (補助額)

(補助額)(補助額) (補助額)

(補助額)(補助額) (補助額)

(補助額)(補助額) (補助額)

(補助額) (補助額) (補助額)

事業費
（直接経費）

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

事業目的
主な協働・
関連団体等

事業概要 関連する
個別計画・
根拠法令等

津波避難計画

事業の開始・
終了

2019 年度 終了年度 2021 年度

浸水時に避難できる緊急避難場所の確保を図ります。

公共施設及び民間が所有する、高層で強固な建物を「津
波・高潮緊急時避難場所」として指定するとともに、自
治会と民間との協定の締結を支援します。

開始年度

津波・高潮緊急時避難場所確保事業 防災課 防災グループ 令和2年6月15日

基本計画

基本目標 1 【生活環境】いつまでも住み続けたい安全・安心なまち 重点施策

施策目標 1 防災対策の推進

○主要施策

7

浸水時の緊急避難場所の確保

主要事業 津波・高潮緊急時避難場所確保事業

第２次総合計画・実施計画事業評価シート

実施計画に係る事業名 課 グループ 作成日

2019年度（実績）

事業費(直接経費)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

内訳
（具体的な内容）



■事業の評価

① ② ① ① ① ②

20

15

10

5

サービスの#

行政 #

緊急性#

市民 # 施策貢献度

提供主体# (必要度×達成度)

コストに# 高 80 以上

中 40　以上80未満

低 40 未満

(２) 安全・防災メールの登録者数

(３) 防災訓練を実施した自主防災組織の数

(６)県営地盤沈下対策事業による幹線排水路の再整備延長

(７) 津波・高潮緊急時避難場所の指定箇所数

(７) 企業等との災害時協定の締結数

(９) 避難確保計画を策定した要配慮者利用施設の数

(10)民間木造住宅耐震改修費等補助事業利用戸数

(12)災害対策用リチウムイオン蓄電池の数

73

5

施 策 貢 献 度 中

事業実施状況に関する所見 その他

■課長
今後も現状（計画・予定）どおり事業を進めることが妥当と考えられま
す。

評価点 110

必　要　度 110

達　成　度 0.6

提供主体の妥当性 20

コストに対する意識 15

市民のニーズ 20

サービスの公共性・普遍性 20

行政が関与することの適切性 15

緊急性・必然性 20

津波・高潮緊急時避難場所確保事業

④一定の個人や団体等
に提供されるサービスであ
るが日常の生活では選択
の可能性があるサービス

④⺠間に同様または代替
できるサービスがあるが、
質・量等が不⾜するため、
これを補完する事務・事業

④時代の変化などにより現
在では実施しなくても良い
と考えられる事務・事業

④時代の変化等により市
⺠のニーズが減少傾向で
あり、事務・事業に対する
要望や要求が顕著とはい
えない

④事業の一部または全部
を⺠間委託すべきと指摘
や検討がされているもの
の、委託に至っていない事
務・事業

④例年規模の予算計上を
ほぼ継続している事務・事
業

評価の選択 評価の選択 評価の選択

③一定の個人や団体等
に提供され、日常の生活
に欠かせないサービス

③⺠間では実施できない、
または⺠間では実施してい
ない事務・事業

③現時点での緊急性や切
実度は低いものの、将来の
ために現在から実施した方
が良いと考えられる事業

③市⺠のニーズが維持傾
向であり、安定的にある

③事業の一部または全部
を⺠間委託した方が市場
性・効率性からも良いと考
えられる事務・事業

②コスト削減の余地がない
事務・事業

③事務の効率化・改善に
取り組んでおり、今以上の
コスト削減が難しい事務・
事業

②原則として全市⺠に提
供されるサービスである
が、日常の生活では選択
の可能性があるサービス

②国、県、市等の共同実
施による事務・事業

②日常的に安全・安心な
生活を確保するために、優
先的に実施すべきと考えら
れる事務・事業

②時代の変化とともに市
⺠のニーズが増加している

②事業の一部を⺠間委託
しており、適切に運営され
ている事務・事業

①原則として全市⺠に提
供されており、日常の生
活に欠かせないサービス

①法令・条例・規則等によ
り実施が義務付けられてい
る事務・事業

①災害等緊急事態への
対応、⾸⻑のマニフェスト
などにより最優先で実施す
るべきと考えられる事務・
事業

①議会や市⺠から要望が
強く早期に実施する必要
がある

①公権⼒の⾏使に当たる
など、市が自ら実施すべき
事務・事業

①必要最低限の経費で
取り組んでおり、成果の向
上が図られている事務・事
業

指標の分析

サービスの公共性・普遍性
行政が関与することの

適切性
緊急性・必然性 市民のニーズ 提供主体の妥当性 コストに対する意識 配

点
評価の選択 評価の選択

津浪・高潮緊急時避難場所、企業等との災害時協定締結数、避難確保計画策定施設数ともに順調に増加していま
す。更にペースを上げて進めていきます。

評価の選択

か所 0 14 14

戸 24 45 65

個 3 8 8

件 69 75 80

団体 42 50 60

㎞ 0.4 5.3 12.1

51

人 4,100 4,600 4,800

か所 49 55 60

成果指標 単位
現状値 各年度の実績値 目標値(目指す方向性)

(2017年度) 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2028年度

  5

 10

 15

 20

サービスの公共性・

普遍性 ２０

行政が関与するこ

との適切性 １５

緊急性・必然性

２０

市民のニーズ

２０

提供主体の妥当性

２０

コストに対する意識

１５



事業Ｎｏ

(10)

■総合計画の位置づけ

■事業内容

■事業費（単位：千円）

(補助額) 3,1831,880 (補助額) 3,169 (補助額) 3,183

事業内訳

2019年度（計画） 2020年度(計画） 2021年度（計画）

(補助額)

2,510 事業費(直接経費) 4,226 事業費(直接経費) 4,244 事業費(直接経費) 4,244

(補助額) (補助額)

(補助額)(補助額) (補助額)

(補助額) 225(補助額) 225 (補助額) 225

(補助額) 2,250

耐震シェル
ター補助金

300
耐震シェル
ター補助金

300
耐震シェル
ター補助金

300

1,500 (補助額) 2,250 (補助額) 2,250

耐震改修費補
助金

3,000
耐震改修費補
助金

3,000
耐震改修費補
助金

3,000

380 (補助額) 694 (補助額) 708 (補助額) 708

事業費
（直接経費）

510
耐震診断派遣
委託料

926
耐震診断派遣
委託料

944
耐震診断派遣
委託料

944

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

事業費
（直接経費）

内訳
（具体的な内容）

事業目的
主な協働・
関連団体等

事業概要 関連する
個別計画・
根拠法令等

耐震改修促進法

愛知県建築物耐震改修促進計画

事業の開始・
終了

2019 年度 終了年度 年度

市が実施する民間木造耐震診断の結果、総合評価が1.0
未満のものを1.0以上にすることにより耐震化の促進を
図ります。

地震発生時における木造住宅の倒壊等による災害を防止
するため、旧基準木造住宅耐震改修工事の実施者に対
し、１件最大100万円を限度とした補助金を交付しま
す。

開始年度

民間木造住宅耐震改修費補助事業 都市整備課 建築グループ 令和2年6月22日

基本計画

基本目標 1 【生活環境】いつまでも住み続けたい安全・安心なまち 重点施策

施策目標 1 防災対策の推進

主要施策

10

建築物の耐震診断及び改修等の支援

主要事業 民間木造住宅耐震改修費補助事業

第２次総合計画・実施計画事業評価シート

実施計画に係る事業名 課 グループ 作成日

2019年度（実績）

事業費(直接経費)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

(補助額)

耐震診断派遣
委託料

内訳
（具体的な内容）

2,000
耐震改修費補
助金



■事業の評価

② ② ② ③ ① ②

20

15

10

5

サービスの#

行政 #

緊急性#

市民 # 施策貢献度

提供主体# (必要度×達成度)

コストに# 高 80 以上

中 40　以上80未満

低 40 未満

(２) 安全・防災メールの登録者数

(３) 防災訓練を実施した自主防災組織の数

(６)県営地盤沈下対策事業による幹線排水路の再整備延長

(７) 津波・高潮緊急時避難場所の指定箇所数

(７) 企業等との災害時協定の締結数

(９) 避難確保計画を策定した要配慮者利用施設の数

(10)民間木造住宅耐震改修費等補助事業利用戸数

(12)災害対策用リチウムイオン蓄電池の数

27

施 策 貢 献 度 中

事業実施状況に関する所見 その他

■課長
今後も現状（計画・予定）どおり事業を進めることが妥当と考えられま
す。

評価点 90

必　要　度 90

達　成　度 0.6

提供主体の妥当性 20

コストに対する意識 15

市民のニーズ 10

サービスの公共性・普遍性 15

行政が関与することの適切性 15

緊急性・必然性 15

民間木造住宅耐震改修費補助事業

④一定の個人や団体等
に提供されるサービスであ
るが日常の生活では選択
の可能性があるサービス

④⺠間に同様または代替
できるサービスがあるが、
質・量等が不⾜するため、
これを補完する事務・事業

④時代の変化などにより現
在では実施しなくても良い
と考えられる事務・事業

④時代の変化等により市
⺠のニーズが減少傾向で
あり、事務・事業に対する
要望や要求が顕著とはい
えない

④事業の一部または全部
を⺠間委託すべきと指摘
や検討がされているもの
の、委託に至っていない事
務・事業

④例年規模の予算計上を
ほぼ継続している事務・事
業

評価の選択 評価の選択 評価の選択

③一定の個人や団体等
に提供され、日常の生活
に欠かせないサービス

③⺠間では実施できない、
または⺠間では実施してい
ない事務・事業

③現時点での緊急性や切
実度は低いものの、将来の
ために現在から実施した方
が良いと考えられる事業

③市⺠のニーズが維持傾
向であり、安定的にある

③事業の一部または全部
を⺠間委託した方が市場
性・効率性からも良いと考
えられる事務・事業

②コスト削減の余地がない
事務・事業

③事務の効率化・改善に
取り組んでおり、今以上の
コスト削減が難しい事務・
事業

②原則として全市⺠に提
供されるサービスである
が、日常の生活では選択
の可能性があるサービス

②国、県、市等の共同実
施による事務・事業

②日常的に安全・安心な
生活を確保するために、優
先的に実施すべきと考えら
れる事務・事業

②時代の変化とともに市
⺠のニーズが増加している

②事業の一部を⺠間委託
しており、適切に運営され
ている事務・事業

①原則として全市⺠に提
供されており、日常の生
活に欠かせないサービス

①法令・条例・規則等によ
り実施が義務付けられてい
る事務・事業

①災害等緊急事態への
対応、⾸⻑のマニフェスト
などにより最優先で実施す
るべきと考えられる事務・
事業

①議会や市⺠から要望が
強く早期に実施する必要
がある

①公権⼒の⾏使に当たる
など、市が自ら実施すべき
事務・事業

①必要最低限の経費で
取り組んでおり、成果の向
上が図られている事務・事
業

指標の分析

サービスの公共性・普遍性
行政が関与することの

適切性
緊急性・必然性 市民のニーズ 提供主体の妥当性 コストに対する意識 配

点
評価の選択 評価の選択

高齢者世帯の増加や費用的な要因で、耐震改修にはなかなか踏み切れないのが伸び悩みの一番の要因であると分
析しています。

評価の選択

か所 0 14 14

戸 24 45 65

個 3 8 8

件 69 75 80

団体 42 50 60

㎞ 0.4 5.3 12.1

人 4,100 4,600 4,800

か所 49 55 60

成果指標 単位
現状値 各年度の実績値 目標値(目指す方向性)

(2017年度) 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2028年度

  5

 10

 15

 20

サービスの公共性・

普遍性 １５

行政が関与するこ

との適切性 １５

緊急性・必然性

１５

市民のニーズ

１０

提供主体の妥当性

２０

コストに対する意識

１５


